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第１章 総則 

 

第１条 目的 

 本規程は、当法人が、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律」（平成２５年法律第２７号、以下「番号法」という。）、「個人情報の保護に関す

る法律」（平成１５年法律第５７号、以下「個人情報保護法」という。）及び「特定個人情

報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）」に基づき、当法人の取り扱う特定個

人情報等の適正な取扱いを確保するために定めるものである。 

 

第２条 定義 

 本規程で掲げる用語の定義は、次のとおりとする。なお、本規程における用語は、他に

特段の定めのない限り番号法その他の関係法令の定めに従う。 

① 「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の(i)又は(ii)のいずれ

かに該当するものをいう。 

(i) 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記

録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式をいう。）で作られる記録をいう。）に記載され、若しくは記録され、

又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）

をいう。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合す

ることができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。） 

(ii) 個人情報保護法第２条第２項に規定される個人識別符号が含まれるもの 

② 「個人番号」とは、番号法第７条第１項又は第２項の規定により、住民票コードを

変換して得られる番号であって、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を

識別するために指定されるものをいう。 

③ 「特定個人情報」とは、個人番号をその内容に含む個人情報をいう。 

④ 「特定個人情報等」とは、個人番号及び特定個人情報をいう。 

⑤ 「個人情報ファイル」とは、個人情報保護法第２条第４項に規定する個人情報デー

タベース等であって行政機関及び独立行政法人等以外の者が保有するものをいう。 

⑥ 「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをい

う。 



⑦ 「個人番号利用事務」とは、行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行

政事務を処理する者が番号法第９条第１項又は第２項の規定によりその保有する特

定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要

な限度で個人番号を利用して処理する事務をいう。 

⑧ 「個人番号関係事務」とは、番号法第９条第３項の規定により個人番号利用事務に

関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。 

⑨ 「個人番号利用事務実施者」とは、個人番号利用事務を処理する者及び個人番号利

用事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。 

⑩ 「個人番号関係事務実施者」とは、個人番号関係事務を処理する者及び個人番号関

係事務の全部又は一部の委託を受けた者をいう。 

⑪ 「役職員」とは、当法人の組織内にあって直接又は間接に当法人の指揮監督を受け

て当法人の業務に従事している者をいい、雇用関係にある従業者（正職員、契約職

員、嘱託職員、パート職員、アルバイト職員等）のみならず、当法人との間の雇用

関係にない者（理事、監事、派遣職員等）を含む。 

⑫ 「事務取扱担当者」とは、当法人内において、個人番号を取り扱う事務に従事する

者をいう。 

⑬ 「本人」とは、個人番号によって識別され、又は識別され得る特定の個人をいう。 

 

第３条 当法人が個人番号を取り扱う事務の範囲 

 当法人が個人番号を取り扱う事務の範囲は以下のとおりとする。 

① 源泉所得税関連事務 

② 地方税特別徴収関連事務 

③ 支払調書（原稿料その他の報酬支払事務に関するものを含む）作成関連事務 

④ 雇用保険関連事務 

⑤ 健康保険・厚生年金保険関連事務 

⑥ 上記各号に関連する事務 

 

第４条 当法人が取り扱う特定個人情報等の範囲 

１ 前条の事務において使用される特定個人情報等の範囲は、以下のとおりとする。 

① 役職員及び扶養家族の個人番号及び個人番号と共に管理される氏名、生年月日、性

別、住所、電話番号、Ｅメールアドレス等 

② 役職員以外の個人に係る個人番号関係事務に関して取得した個人番号及び個人番号

と共に管理される氏名、生年月日、性別、住所、電話番号、Ｅメールアドレス等 

２ 前項各号に該当するか否かが定かでない場合は、事務取扱担当者（複数いる場合は事

務取扱責任者）が判断する。 

 



 

第２章 安全管理措置 

 

第１節 組織的安全管理措置・人的安全管理措置 

 

第５条 組織体制 

１ 事務取扱担当者は会計部長とし、事務取扱責任者は事務局長とする。 

２ 事務取扱担当者は、特定個人情報等の保護に十分な注意を払ってその業務を行うもの

とする。 

３ 事務取扱担当者の変更にあたっては、従前の事務取扱担当者は新たに事務取扱担当者

となる者に対して確実に引継ぎを行わせるものとし、事務取扱責任者はかかる引継ぎが

行われたか確認する。 

４ 代表理事は、事務取扱担当者及び事務取扱責任者を監督する。 

 

第６条 事務取扱担当者の監督 

 当法人は、特定個人情報等が本規程に基づき適正に取り扱われるよう、事務取扱担当者

に対して必要かつ適切な監督及び教育を行うものとする。 

 

第７条 取扱状況・運用状況の記録 

 事務取扱担当者は、以下の特定個人情報等の取扱状況について管理簿に記録し、保存す

るものとする。 

① 特定個人情報等の入手日 

② 源泉徴収票・支払調書等の法定調書の作成日 

③ 源泉徴収票・支払調書等の法定調書の税務署等の行政機関等への提出日 

④ 特定個人情報等の廃棄又は削除日 

 

第８条 情報漏えい事案等への対応 

当法人は、役職員から事務取扱担当者及び事務取扱責任者への報告連絡体制を確立する

などの方法により、特定個人情報等の漏えい等の事案の発生に備えるものとする。 

 

第９条 取扱状況の確認 

 事務取扱責任者は、特定個人情報等の取扱状況について、定期的に点検を行うものとす

る。 

 

第２節 物理的安全管理措置 

 



第１０条 特定個人情報等を取り扱う区域の管理 

 当法人は、取得した特定個人情報等を、事務取扱担当者の研究室内において適切に管理

し、取り扱うものとする。 

 

第１１条 機器及び電子媒体等の盗難等の防止 

 当法人は特定個人情報等を取り扱う書類、電子機器及び電子媒体等について、施錠でき

る引き出し、キャビネット又は書庫等に保管する。 

 

第１２条 電子媒体等の取扱いにおける漏えい等の防止 

 事務取扱担当者は、特定個人情報等が記録された書類、電子機器又は電子媒体等を持ち

運ぶ場合、封筒に封入の上鞄に入れて搬送し又はパスワードを設定する等、紛失・盗難等

を防ぐための安全な方策を講ずるものとする。 

 

第１３条 個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄 

事務取扱責任者は、事務取扱担当者又は外部委託先が特定個人情報等を削除・廃棄した

ことについて確認するものとする。 

 

第３節 技術的安全管理措置 

 

第１４条 技術的安全管理措置 

当法人は、特定個人情報等を電子機器又は電子媒体によって取り扱う場合、特定個人情

報等へのアクセス制御及びアクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止、

並びに情報漏えい等の防止など、適切な技術的安全管理措置を講じる。 

 

第４節 その他 

 

第１５条 委託先の監督 

１ 当法人は、特定個人情報等の取扱いの全部又は一部を当法人以外の者に委託するとき

は、委託先において番号法に基づき当法人が果たすべき安全管理措置と同等の措置が講

じられているか否かについてあらかじめ確認した上で、原則として委託契約において、

特定個人情報等の安全管理について受託者が講ずべき措置を明らかにし、受託者に対す

る必要かつ適切な監督を行うものとする。 

２ 当法人は、委託先が特定個人情報等の取扱いの全部又は一部を再委託した場合には、

委託先が再委託先に対して必要かつ適切な監督を行っているかについて監督するものと

する。 

 



 

第３章 特定個人情報等の取得 

 

第１６条 特定個人情報等の利用目的 

 当法人は、特定個人情報等について、第３条に掲げた事務のために利用する。 

 

第１７条 特定個人情報等の取得時の利用目的の通知等 

１ 当法人は、特定個人情報等を取得した場合は、あらかじめその利用目的を通知又は公

表している場合を除き、速やかにその利用目的を本人に通知又は公表する。 

２ 当法人は、利用目的の変更を要する場合、変更前の利用目的と関連性を有すると合理

的に認められる範囲内で行うものとし、変更後はできるだけ速やかに、変更した利用目

的について本人への通知又は公表を行う。 

 

第１８条 個人番号の提供の要求 

１ 当法人は、第３条に定める事務を処理するために必要があるときは、本人又は他の個

人番号関係事務実施者若しくは個人番号利用事務実施者に対して個人番号の提供を求め

ることができるものとする。 

２ 当法人は、役職員又は第三者が個人番号の提供に応じない場合は、提供を求めた経緯

等を記録するものとする。 

 

第１９条 個人番号の提供を求める時期 

１ 当法人は、第３条に定める事務を処理するため必要となった時点で、個人番号の提供

を求めることとする。 

２ 前項にかかわらず、当法人は、本人との法律関係等に基づき、個人番号関係事務の発

生が予想される場合には、当該事務の発生が予想できた時点で個人番号の提供を求める

ことができる。 

 

第２０条 特定個人情報等の提供の求めの制限 

 当法人は、番号法第１９条各号のいずれかに該当し特定個人情報等の提供を受けること

ができる場合を除き、他人に対し、特定個人情報等の提供を求めないものとする。 

 

第２１条 特定個人情報等の取得制限 

１ 当法人は、特定個人情報等を取得するときは、適法かつ適正な方法で行うものとする。 

２ 当法人は、番号法第１９条各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報等を

収集しないものとする。 

 



第２２条 本人確認 

 当法人は、本人又はその代理人から個人番号の提供を受けるときは、番号法第１６条の

規定に従い、本人確認を行うものとする。 

 

 

第４章 特定個人情報等の利用 

 

第２３条 利用目的外の利用制限 

 当法人は、人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同

意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるときを除き、特定個人情報等を第１６

条に掲げる利用目的の達成に必要な範囲を超えて利用しないものとする。 

 

第２４条 特定個人情報ファイルの作成の制限 

当法人は、番号法第１９条第１２号から第１５号までのいずれかに該当して特定個人情

報等を提供し、又はその提供を受けることができる場合を除き、個人番号関係事務を処理

するために必要な範囲を超えて、特定個人情報ファイルを作成しないものとする。 

 

 

第５章 特定個人情報等の保管 

 

第２５条 特定個人情報等の保管制限 

１ 当法人は、番号法第１９条各号に該当する場合を除き、特定個人情報等を保管しない

ものとする。 

２ 当法人は、個人番号が記載された書類等の保存期間が法律により定められている場合、

当該保管期間を経過するまでの間は、当該書類だけでなく、システム内において当該書

類に記載された個人番号を保管することができる。 

 

 

第６章 特定個人情報等の提供 

 

第２６条 特定個人情報等の提供制限 

 当法人は、番号法第１９条各号に掲げる場合を除き、本人の同意の有無に関わらず、特

定個人情報等を第三者に提供しないものとする。 

 

 

第７章 特定個人情報等の開示、訂正等、利用停止等 



 

第２７条 特定個人情報等の開示等 

１ 当法人は、本人から、当該本人が識別される特定個人情報等に係る保有個人データに

ついて、書面又は口頭により、その開示（当該本人が識別される特定個人情報等に係る

保有個人データを保有していないときにその旨を知らせることを含む。以下同じ。）の請

求があったときは、身分証明書等により本人であることを確認の上、本人に対し、遅滞

なく、当該保有個人データを開示するものとする。ただし、開示することにより次の各

号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。 

① 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

② 当法人の事業の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

③ 他の法令に違反することとなる場合 

２ 開示は、書面により行うものとする。ただし、開示の請求をした者の同意があるとき

は、書面以外の方法により開示をすることができる。 

３ 当法人は、第１項の規定による請求に係る保有個人データの全部又は一部について開

示しない旨の決定をしたとき又は当該保有個人データが存在しないときは、本人に対し、

遅滞なく、その旨を通知するものとする。 

４ 当法人は、本条第１項の規定により、本人から請求された措置の全部又は一部につい

て、その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知す

る場合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めるものとする。 

 

第２８条 特定個人情報等の訂正等 

１ 当法人は、本人から、当該本人が識別される特定個人情報等に係る保有個人データの

内容が事実でないという理由によって当該特定個人情報等に係る保有個人データの内容

の訂正、追加又は削除（以下「訂正等」という。）を請求された場合には、その内容の訂

正等に関して他の法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的

の達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該

特定個人情報等に係る保有個人データの内容の訂正等を行うものとする。 

２ 当法人は、前項の規定に基づき請求された特定個人情報等に係る保有個人データの内

容の訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、

遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知するものとする。 

３ 当法人は、前項の通知を受けた者から、再度請求があったときは、前項と同様の処理

を行うものとする。 

４ 前条第４項は本条に準用する。 

 

第２９条 特定個人情報等の利用停止等 

１ 当法人は、本人から、当該本人が識別される特定個人情報等に係る保有個人データが



第２３条の規定に違反して取り扱われているという理由又は第２１条の規定に違反して

取得されたものであるという理由によって、当該特定個人情報等に係る保有個人データの

利用の停止又は消去（以下「利用停止等」という。）を請求された場合、又は第２６条の

規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該特定個人情報等に係る

保有個人データの第三者への提供の停止（以下「第三者提供の停止」という。）を請求さ

れた場合で、その請求に理由があることが判明したときは、遅滞なく、当該特定個人情報

等に係る保有個人データの利用停止等又は第三者提供の停止を行うものとする。ただし、

当該特定個人情報等に係る保有個人データの利用停止等又は第三者提供の停止に多額の

費用を要する場合その他の利用停止等又は第三者提供の停止を行うことが困難な場合で

あって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この

限りでない。 

２ 当法人は、前項の規定に基づき請求された特定個人情報等に係る保有個人データにつ

いて、利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定をしたとき、又

は第三者提供の停止を行ったとき若しくは第三者提供の停止を行わない旨の決定をした

ときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知するものとする。 

３ 第２７条第４項及び前条第３項は本条に準用する。 

 

 

第８章 個人番号の廃棄・削除 

 

第３０条 個人番号の廃棄・削除 

当法人は、個人番号関係事務を処理する必要がなくなった場合で、かつ、所管法令にお

いて定められている保存期間を経過した場合には、個人番号をできるだけ速やかに廃棄又

は削除するものとする。 

 

 

第９章 その他 

 

第３１条 変更後の個人番号の届出 

 役職員は、個人番号が漏えいした等の事情により、自ら又は扶養家族の個人番号が変更

された場合は、変更後の個人番号を遅滞なく当法人に届け出なければならない。 

 

第３２条 改廃 

本規程の改廃は、理事会の決議による。 

 

 



附 則 

 

この規程は、２０１７年（平成２９年）９月４日から施行する。 

 


